
経常収支比率 
 経常収支比率は、財政構造の弾力性
をあらわし、数値が低い方が市独自の

施策に充当できる財源が大きく、高い

ほど財政が硬直化していることを示

しています。 
 平成 16 年度は前年度より 5.2 ポイ

ント上がり、103.9％となりました。

100％を超えているということは、経

常経費が経常的に収入される一般財

源で賄いきれないこと意味しており、

新たな行政需要に対応することが困

難な状況にあるということです。 
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経常収支比率の推移

バランスシート 
 現在の公会計制度は、１年間の現金
の出入りの結果を表しているのに対

し、バランスシートは、過去から今ま

で財政運営により蓄積された資産や

負債の状況を総括的に表したもので

す。これにより狛江市が現在どれだけ

の資産を持っており、また、それを形

成するために今までの世代がどれだ

け負担し、将来の世代がこれからどれ

だけ負担するのかが分かります。 

(単位：百万円）

【 資 産 の 部 】 【 負 債 の 部 】

１．固定負債 27,650

１．有形固定資産 97,410 　（１）地方債 22,889

　（２）債務負担行為 0

　（３）退職給与引当金 4,761

２．投資等 1,659 ２．流動負債 1,927

　（１）投資及び出資金 15  （１）翌年度償還予定額 1,927

　（２）貸付金 383  （２）翌年度繰上充用金 0

　（３）基金 452 29,577

　（４）退職手当組合積立金 809 【 正 味 資 産 の 部 】

１．国庫支出金 7,717

２．都道府県支出金 18,684

３．流動資産 1,559 ３．一般財源等 44,650

　（１）現金・預金 721 71,051

　（２）未収金 838

100,628 100,628負 債 ・ 正 味 資 産 合 計

正 味 資 産 合 計

負 債 合 計

資 産 合 計

バランスシート（平成16年度）
（平成17年3月31日現在）

全 体借 方 全 体 貸 方

借方：
資金を何に使ったか

貸方：
資金をどのように調達したか

市民１人当たりでみ

ると 

資　　産
1,006億円

負　　債
296億円

正味資産
710億円

将来世代が
負担する額

今までの世代
が負担した額

資　　産
133万円

負　　債
39万円

正味資産
94万円

資産に占める今までの世代が負担してきた割合(正味資

産比率)は 71%であり、将来世代が負担する割合は 29%とな

っています。 

～類似団体とは～ 
 人口と産業構造により市町村の類型が総務省から示されて
います。26市のうち狛江市の類似団体は、国立市、福生市、
東大和市、清瀬市、稲城市の５市です。 

普通会計決算 
 行政運営の基本的な経費を計上している「一般会計」を全国的な統計や自治体間の比較を行え
るように一定の基準で組み直したものを「普通会計」といいます。 

平成 16 年度決算 

平成16年度普通会計の決算は、

歳入総額が221億 3,573万２千円

で前年度比４億 7,943 万６千円

（2.1％）の減少、歳出総額が 214

億6,856万８千円で前年度比５億

7,359 万３千円（2.6％）の減少で

歳入・歳出ともに決算規模は前年

度を下回りました。 
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お知らせ 

 平成 16 年度決算を基に財政の状況をまとめた「財政のあらまし」は、図書館等のほか、ホーム
ページでもご覧いただけます。また、企画経営室において１冊 80 円で頒布しています。 

ホームページアドレス http://www.city.komae.tokyo.jp 
《問い合わせ》 狛江市 企画経営室 財政担当  3430-1111 内線 2431・2432 

一般財源
13,600
61.4%

特定財源
8,536
38.6%

その他
1,423
6.4%

繰入金
1,299
5.9%

市債
1,815
8.2%

都支出金
2,116
9.6%

市税
10,605
47.9%

地 　方
交付税
1,100
5.0%

譲与税
交付金
1,895
8.5%

国    庫
支出金

1,883  8.5%

歳入総額
22,136

総務費
2,464
11.5%

土木費
2,202
10.3%

議会費 313
1.5%

労働・農業
・商工費
174　0.8%

消防費
1,160
 5.4%

民生費
7,723
36.0%衛生費

2,388
11.1%

教育費
2,630
12.2%

公債費
2,415
11.2%

歳出総額
21,469

（単位：百万円） （単位：百万円） 

市民１人当たりで 

みると 

人　口 75,778 人

男 37,693 人

女 38,085 人

世帯数 36,727 世帯

平成17年3月末現在
住民基本台帳

市　税 140,000円 繰入金 17,000円

都支出金 28,000円 地方交付税 14,000円

譲与税
交付金 25,000円 繰越金 8,000円

国庫支出金 25,000円 その他 6,000円

市　債 24,000円
使用料
手数料 5,000円

市民１人当たりの歳入額
292,000円

市民１人当たりの歳出額
283,000円

取崩額
17,000円

返済額
32,000円

借入額
24,000円

積立額
2,000円

市民１人当たりの
決　算　状　況

市民１人
当たりの
基金残高
7,000円

市民１人
当たりの
市債残高
327,000円

歳
入
内
訳

歳出内訳

＊基金取崩額と市債借入額を含む

＊基金積立額と市債返済額を含む

民生費 教育費 総務費 公債費 衛生費 土木費 消防費 議会費
労働・農業
・商工費

102,000円 35,000円 33,000円 32,000円 31,000円 29,000円 15,000円 4,000円 2,000円
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市　税

地方交付税

譲与税交付金

国庫支出金

都支出金

繰入金

その他

地方債 特
定
財
源

一
般
財
源

330
（134）

256
（138）
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（148）
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258
（155）

222
（154）

239
（157） 227

（146）
226

（139）
221

（136）

（　）内の数字は、一般財源総額

歳　入　額　の　推　移

歳入の状況 
 歳入総額は減少傾向にあります。使途が制限されていない一般財源も平成 14
年度以降減少しています。特に歳入の５割近くを占める市税も３年続けて減少、

地方交付税も大きく減少しています。 
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目的別歳出額の推移
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基金の状況 
 基金は自治体の貯金であり、年度間の財源不足を調整するためや特定の目的
のために積み立てています。平成５年度以降は、積立額より取崩額の方が大き

いという状況が続いており、平成 16 年度は基金全体で 12 億７千万円余を取り

崩しましたが、積み立ては緑化基金を除くと利息分のみとなりました。 
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特定目的基金

土地開発基金

減債基金

財政調整基金

64.0

55.1

45.1

37.9
35.2

29.5

25.2

20.0
16.5

5.1

基金残高の推移

（億円）

市債の状況 
 多額の財源を必要とする道路や学校の施設建設な
どを行うときに市債を発行し、後年度に分割返済する

ことよって、年度間の財源調整を行い、負担を平準化

することができます。しかし、臨時財政対策債と減税

補てん債は、特定の建設事業に充てるのではなく、国

の政策によるもので、普通交付税や市税の減少分を補

うためのものであり赤字債といわれています。 

平成 16 年度の借入額は 18 億 1,510 万円で、内訳は

三・六小学校の耐震補強工事や二・七小学校の統合な

どに伴う義務教育施設整備事業債の２億 7,500 万円、

前原公園整備事業債の２億 1,400 万円、都市計画道路

３・４・16 号線整備事業債の 380 万円と、赤字債とい

われる臨時財政対策債の 11 億 4,500 万円、減税補て

ん債の１億 7,730 万円です。 
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性質別歳出額の推移

人件費

普通建設事業費

その他

補助費等

物件費

公債費

扶助費

326

252
244 241

253

219

233
224 220 215

歳出の状況 平成 16 年度の歳出決算額は 214 億 6,856 万８千円で対前年度比５億 7,359 万３千円（2.6％）減少しました。 

目的別歳出  

目的別でみると総務費（総務管理や戸籍、住民票などに関する行政管理経費）、土木費（道路や公園などの整備や維持管理経費）、公

債費（借り入れた市債の返済に関する経費）の減少が大きく、民生費（社会福祉、高齢福祉、児童福祉に関する経費）、教育費（学校教

育や文化・スポーツ振興に関する経費）の増加が大きくなっています。 

性質別歳出 

16 年度は、歳出総額に占める義務的経費の割合が 50％を超え、財政の健全化を図るうえで大きな障害となっています。人件費が職員

給料の２％カット、管理職手当の 10％カットによる減少、公債費も減少となりましたが、扶助費がそれ以上に大きく増加しました。 


